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（一社）ROTOBO 

 
（注） 記事の要約とその和訳はROTOBOによるものです（記事の要約は必要に応じて

ROTOBOで補筆・加筆をしています）。記事の内容は、基本的にロシア側メディアの発

表に基づいており、当会の見解を示すものではありません。なお、引用・二次使用は固

くお断り申し上げます。 
 
１．経済全般 
 
2026.06.29 
ロシア中銀が2026年下半期の外貨売却額を87.5％削減 
６月29日付Kommersantによると、ロシア銀行（中銀）はプレスリリースにて、同行の2026年下半期の国内市場に

おける外貨売却予定額は１日当たり５億8,000万ルーブルであったと発表した。これは上半期の売却額（１日当た

り46億2,000万ルーブル）に比べて87.5％少ない。７月１～６日、同行は予算原則に基づき１日当たり93億4,000
万ルーブル相当の外貨を購入する（６月５日～７月６日は１日当たり99億1,000万ルーブル）。購入額の調整は上

半期の国家福祉基金の資金運用状況を考慮した上で行われる。同基金による2026年上半期の認可金融資産へ

の純投資額は748億ルーブルであった。2027年上半期の調整額については中銀が2026年12月末に発表する予

定である。 
 
2026.06.29 
ロシア中銀、７月のインフレ見通しに燃料市場の状況を反映 
６月29日付Kommersantによると、ロシア中銀のアレクセイ・ザボトキン副総裁が、2026年の中期インフレ見通し

の７月の見直しに際しては燃料市場の状況を考慮に入れると述べた。同副総裁によると、同行はインフレ見通し

を「総合的に」更新する。同副総裁は同行のサマースクールにおいて、「我々は状況を注視し、政府の対策により

燃料市場の状況がどの程度安定するかを見極める。重要な要素となるのは価格動向がインフレ期待に与える影

響の規模だが、これは７月の見直しで明らかになる」と語った。同副総裁は、インフレ見通しが引き上げられるか

否かについては明言しなかった。同副総裁によると、同行のこれまでのインフレ見通しは、2026年は4.5～5.5％、

2027年については４％とされていた。同副総裁は、「あらゆる状況を考慮した上で現行の政策を実施すれば、

2027年のインフレ率が４％に落ち着くことは確実である」と付け加えた。 
 
2026.06.30 
RSPP会長、中銀の利下げを「企業への最後のプレゼント」と評価 
６月30日付RBKによると、ロシア産業家企業家連盟（RSPP）のアレクサンドル・ショーヒン会長がインタビューに

おいて、最近主要政策金利が0.25ポイント引き下げられたが、これは企業への最後のプレゼントになる可能性が

あると述べた。同会長の見解によると、わずか0.25ポイントの利下げを実施するという中銀の決定は、同行が７月

の会合で利上げの可能性について検討する予定であることを示している可能性があるという。 
 
2026.07.01 
ナビウリナ総裁、ノヴァク副首相、グレフCEOが出席した金融会議の要点 
７月１日付Kommersantは、サンクトペテルブルクで開催されたロシア中銀金融会議での、ノヴァク副首相、ナビウ

リナ総裁、グレフ・スベルバンクCEOの発言について伝えているところ、概要以下の通り。 
アレクサンドル・ノヴァク副首相 
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 ロシアのGDPに占める投資の割合は、現在の24％から今後28％に上昇する見込みである。 
 ロシアのGDPに占める燃料エネルギー産業の割合は現在13％だが、ほんの数年前まではその割合は20％

に達していた。 
 ロシア経済は、外部からの課題に80％適応した。 
 国内燃料市場における品不足や供給の途絶は、主に物流の変化によるものであり、迅速に解消されつつあ

る。 
 いくつかの製油所が修理中だが、国内市場ではガソリンもディーゼルもおおむね確保されている。 
 石油会社は、ロシアのガソリンスタンドにおけるガソリン価格の上昇をインフレ率の範囲内に抑えており、独

立系ガソリンスタンドでは価格差が見られるものの、是正されつつある。 
 燃料価格が、ロシア中央銀行が注視する物価上昇に及ぼす影響は最小限にとどまり、年間インフレ率も公

式予測の範囲内（経済発展省のマクロ予測によると5.2％）に収まることを期待している。 
エリヴィラ・ナビウリナ総裁 
 経済にとっての主な制約は相変わらず労働市場の逼迫である。 
 投資の増加は、まだ労働生産性の向上にはつながっていない。 
 大手国営企業向け融資の割合は、３年間で15ポイント上昇した。 
 企業は資金の４分の１を市場金利とは異なる金利で調達している。 
 ロシア経済における取引コストは、数兆ルーブルと推定されている。 
 銀行による引当金の積み増しの規模は、経済の過度な冷え込みを示しているわけではない。「過度な冷え

込み」という言葉は慎重に使うべきだ。 
 中銀は高金利を好んでいるわけではない。 
ゲルマン・グレフCEO 
 ロシアのテクノロジー分野は、大幅かつ慢性的に投資不足である。 
 人工知能は、ロシアのさまざまな企業において生産性を11～22％向上させる可能性がある。 
 ロシア企業の半数の労働生産性を、この指標で上位10％の企業の水準まで引き上げることができれば、年

間ベースでGDPを約２～３ポイント上げることができる。 
 実店舗での販売が衰退するのは、平等な競争条件のもとで消費者がオンラインを選んだ場合に限られるべ

きだ。競争条件を平等にする必要がある。なぜなら、残念ながら、現在、ロシアのプラットフォームは競争の

外にあるからだ。 
 ロシアの経済政策の連携を強化する必要がある。政府には手段も中銀との連携も足りていない。 
 現在、経済全体がフローター債や変動金利に依存している。それらの金利では融資へのアクセスが困難で

あるだけでなく、企業の流動性も失われている。 
 ロシア中銀は独立した機関である。同行は、さまざまな状況のもとでその独立性を証明してきた。しかし、経

済に対して多くの影響力を持ちながらインフレに対してのみ責任を負っている。 
 
2026.07.02 
ロシアの月間一人あたり食費、年初から４％上昇 
７月２日付TASSがルスプロドソユーズ協会の資料に基づいて伝えたところによると、2026年初めからロシア国民

の月間一人あたり最低食費は3.99％上昇した。食料品の価格が最も高いのはチュコト自治管区の20,432ルーブ

ルとカムチャツカ地方の13,397ルーブルで、最も安いのはモルドヴィア共和国の6,280ルーブルとサラトフ州

6,475.7ルーブルである。その他の地域では、モスクワで9,244ルーブル、サンクトペテルブルクで9,005.3ルーブ

ル、モスクワ州で8,681ルーブル、レニングラード州では8,756ルーブル、カリーニングラード州では9,075ルーブ

ル、タタルスタンでは6,753ルーブル、オムスク州では6,683ルーブル、ハバロフスク地方では10,271ルーブルとな

っている。同協会によると、計算には、肉、魚、乳製品、卵、小麦粉、パン、穀物、砂糖、野菜、果物など33品目の

食品が含まれている。 
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２．産業動向 
 
（１）エネルギー 

2026.06.26 
カザフスタン当局、同国からドイツ向けの原油輸送をロシアはまだ確認していないと表明 
６月26日付TASSによると、カザフスタンのエルラン・アッケンジェノフ・エネルギー大臣は、ロシア側は今のところド

ルジバ・パイプラインによるカザフスタン産原油のドイツ向け輸送再開の可能性に関し、TASSの質問に答える形

で、「現時点でロシア側から技術的な可能性の確認を得られていない。つまり、６カ月計画（ドルジバ・パイプライン

による原油輸送に関する）は、今のところゼロのままだ」と述べた。カザフスタン産原油のドイツ向け供給は５月１

日以降、技術的な問題によりドルジバ・パイプラインを経由せずに実施されている。カザフスタンのエネルギー省

は、５月に原油の供給ルートをロシアのウスチルガ港およびカスピ海パイプライン・コンソーシアム経由に変更す

ると通知した。同省は、６月29〜30日にアスタナを訪問するドイツのカテリーナ・ライヒェ経済・エネルギー大臣と、

ドルジバ・パイプラインによるカザフスタンからドイツへの原油供給について協議する意向である。「私自身は、カ

ザフスタンがシュヴェット製油所への主要な原油供給国の一つであったことから、ライヒェ大臣は当然この問題を

提起すると思う」と、アッケンジェノフ大臣は交渉の計画に関する質問に答えて述べた。カザフスタン外務省は以

前、ライヒェ大臣が６月29〜30日にアスタナを訪問すると発表していた。これに先立ち、６月にドイツ経済・エネル

ギー省のシュテファン・ルーエンホフ議会担当政務次官がカザフスタンを訪問していた。カザフスタン・エネルギー

省は、原油供給を５月にロシアのウスチルガ港およびカスピ海パイプライン・コンソーシアムを経由するルートに変

更すると通知した。 
 
2026.06.26 
ノヴァク副首相、パニック買いにより国内の燃料需要が20～30％増加したと述べる 
６月２６日付Kommersantによるとアレクサンドル・ノヴァク副首相は、ロシアの燃料市場におけるパニック買いが

需要を人為的に20～30％押し上げた、と述べた。国内の原料在庫は十分だという。全体として、４カ月間の並行

輸入額は63億ドルであった。同副首相はTASSの取材に対して、「現在、需要を踏まえてシステムの物流ネットワ

ークの再構築が進められている。市場の均衡化にはある程度の時間がかかる」と述べた。また同副首相は、燃料

市場の状況に関する６月26日の会議でディーゼル燃料の輸出禁止について協議することを明らかにした。ロシア

では６月初めから燃料不足が発生している。現在、すでに20以上の地域で、ガソリンスタンドにおけるガソリン販

売が制限されている。ノヴァク副首相は市場の現状を、容易ではないが制御可能と評価した。当局はセヴァストー

ポリ、クリミア、カリーニングラード、および極東地域に特に注意を払っているという。さらに、大手石油会社はこれ

まで使用されていなかった備蓄を放出した。同副首相は、燃料市場の状況に関する会議で、物流が自然条件や

季節的要因に左右される地域への燃料供給を優先するよう指示した。 
 
2026.06.26 
カザフスタンのカラチャガナク、石油・ガスの採掘削減を余儀なくされる 
６月２６日付Kommersantによると、カザフスタン最大の石油・ガス田であるカラチャガナクで採掘量が9,000ｔ削減

されたと、同国のエルラン・アッケンジェノフ・エネルギー大臣が明らかにした。同大臣は記者団に対し、これは先

ごろ発生した「オレンブルク・ガス処理プラントでの事故」を受けてのことだ、と説明した。またInterfaxの報道による

と、同大臣は、オレンブルク・ガス処理プラントの状況は油田の採掘に影響を与えるかという質問に対し、「現時点

では、カラチャガナク油田の採掘量を３万4,000tから２万5,000ｔに削減せざるを得なかった。つまり、9,000ｔの削

減だ」と同大臣は答えた。同大臣は、「ガスの受入量が当然ながら減少している」「しかし、カザフスタンのガス供給

に支障はない。われわれはガス供給に関するすべての義務を完全に履行している」と述べた。６月24日、ウクライ

ナ軍はオレンブルク州を攻撃した。エフゲニー・ソンツェフ知事は、州都にある工業施設の上空で複数の無人機が

撃墜された、と報告したが、その施設の名称は明らかにしなかった。同日、カザフスタン・エネルギー省のアセリ・

セリクパエワ報道官は、同国はガス供給の物流を調整し、「オレンブルク・ガス処理プラントでの事故」により生じ
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た燃料需要をカバーしている、と述べた。カラチャガナク油田での石油・ガスの採掘は、オレンブルクへの生ガス

の出荷に直接依存している。昨年10月に同プラントが無人機による攻撃を受けた後、同油田からの生ガスの出荷

は一時的に停止された。エネルギー省は、これはカザフスタンへのガス供給に影響を及ぼさなかった、と強調して

いた。 
 
2026.06.29 
燃料供給の混乱が陸上輸送にも波及 
６月29日付Kommersantによると、燃料供給の混乱が陸上輸送市場に影響を及ぼしはじめている。ロシア国内で

特に深刻な状況がみられるのはシベリアおよび南部である。中国方面では１日当たりの走行距離、運行頻度およ

び予測可能性が低下しており、ガソリンスタンドの待ち時間が数日に及ぶこともある。法人向け燃料カードによる

割引の縮小や停止が運送業者に多大な打撃を与えているが、個人事業主は個人向け燃料販売制限の対象とな

ることからより深刻な影響を被っている。運送業者は顧客に対して値上げを予告しはじめている。業界関係者らに

よると、燃料価格の上昇は輸送料金に転嫁される見込みだが、大部分の顧客は自動車輸送に代わる手段を持た

ない。AKFAのアレクセイ・チェルヌィシェフ営業部長は、中国方面では１週間にわたる燃料供給の混乱により満州

からモスクワまでのトラック輸送料金が指標（１台当たり76万～83万ルーブル）に比べて５万～７万ルーブル上昇

したと述べている。物流会社オプティマログのゲオルギー・ヴラストプロ社長によると、燃料価格の高騰によりこの

１週間半で中国からのトラック輸送料金は１便当たり平均700ドル上昇した。Pontis Expedition社のアンドレイ・ゼ

リンスキー社長は、多くの運送業者は燃料を確保できる自信がないため長距離輸送の依頼を断りはじめていると

述べている。NC Logisticによると、小規模事業者は長距離輸送を受注したがらないか、あるいは料金を大幅に引

き上げているという。 
 
2026.06.29 
プーチン大統領、燃料問題の解決と新たな問題の発生阻止を指示 
６月29日付TASSによると、プーチン大統領が28日に国内市場向け燃料供給に関する会議を開催し、必要な追

加措置について協議した。関連分野担当副首相および経済担当閣僚の他、アンドレイ・ベロウソフ国防相、セル

ゲイ・ソビャニン・モスクワ市長、ガスプロム、ガスプロムネフチ、ルクオイル、ロスネフチ、スルグトネフチェガス、ト

ランスネフチといった大手エネルギー会社の担当者が出席した。同大統領は、ロシア国内には十分な燃料備蓄が

あると述べ、最大限に努力するよう指示した上で、「さらなる問題を発生させてはならない」と総括した。同大統領

の発言概要は以下の通り。 
 ロシアの民間施設やインフラに対するウクライナのテロ攻撃の影響を最小限に抑えなければならない。 
 ドライバーにとっても企業にとっても依然として問題がある。残念ながらガソリンスタンドでも行列ができており、

いつでも必要な種類のガソリンが見つかるとは限らない。 
 収穫に影響するため、農工複合体には確実に燃料を供給すべき。 
 現在のガソリン備蓄は170万ｔだが、これは前年同期とほぼ同水準で、４％しか減少していない。 
 ガソリンと航空燃料の輸出は一時的に禁止されている。ディーゼル燃料についても全面禁輸の必要性について

検討が行われている。 
 国内市場に備蓄燃料を放出している。 
 大手製油所の設備を最大限に稼働させているほか、中小製油所のポテンシャルも活用しており、定期改修期間

を短縮し、改修計画は延期された。 
 
2026.06.29 
ノヴァク副首相は各地の燃料配分の効率向上を指示 
６月29日付Vedomostiによると、アレクサンドル・ノヴァク副首相が燃料市場の状況に関する会議において、各地

域に対し、燃料資源の配分に対する「バランスの取れたアプローチ」を構築するよう指示した。プレスリリースには、

「各地域は燃料資源利用の効率向上および主要産業分野の現在の需要を考慮した上での燃料資源の配分に対
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するバランスの取れたアプローチの構築に特別な注意を払わなければならない」と記されている。政府関係者ら

は、収穫期の農業生産者への燃料供給についても議論を行った。また、各地域に対し、引き続き状況を監視する

よう指示が出された。 
 
2026.06.29,30 
燃料不足によりバイカル湖船運航が一部削減 
６月29、30日付Kommersantによると、イルクーツク州における燃料不足と燃料価格の高騰を受け、バイカル湖

最大の運送業者および船主であるVSRPが船便の削減と運賃引き上げを決定した。運航が停止される便数やル

ートについては発表されていない。削減の対象は「定期ルートおよび観光ルート」とされている。同社は補助金対

象の輸送とフェリー運航を優先して燃料を使用するという。なお、アエロフロートのセルゲイ・アレクサンドロフスキ

ー社長は６月29日、航空燃料の価格高騰による航空運賃の急騰は見込まれないと述べた。 
 
2026.06.30 
ロシアは他国からの燃料輸入につき交渉中 
６月30日付Kommersantによると、ドミトリー・ペスコフ大統領報道官が、ロシアは他の国々と石油製品輸入の可

能性について協議を行っていることを明らかにした。同報道官は、「これは市場安定化に向けたさらなる一歩とな

り、現在のパニック買いの鎮静化を目的としている」と語った。また、相手国と「容認可能な価格」での協力につき

合意が成立すれば、輸入燃料の購入が可能になると付け加えた。なお、同報道官は、ロシアではガソリンの状況

に関する会議が毎日開催されていることを強調した。プーチン大統領は28日にこの問題に関する会議を開催し、

ノヴァク副首相率いる政府作業部会も日々この問題に取り組んでいるという。 
 
2026.07.01 
トルコ・ストリーム経由のロシアの欧州向けガス輸出、上半期に５％増加 
７月１日付TASSによると、2026年１〜６月のロシアのトルコ・ストリーム・パイプライン経由の欧州向けガス輸出は

５％増の87億4,000万㎥となった。欧州ガス輸送事業者ネットワーク（ENTSOG）のデータに基づく計算による。６

月の同ルートでのロシア産ガスの欧州向輸出は、５月と比較して26％減、2025年６月と比較して４％減の10億
8,000万㎥であった。これは、ガスパイプラインの年次定期保守作業が行われたことを背景としている。６月のトル

コ・ストリームの欧州方面への平均輸送量（１日あたり3,620万㎥）は、2025年６月比で4％、５月比で24％減少し

た。その結果、先月の同パイプラインの稼働率は64％であった。 
 
2026.07.02 
ガソリン価格の状況がインフレに与える影響 
７月２日付Vedomostiがロススタット（ロシア統計庁）に基づいて伝えたところによると、６月23〜29日の週のインフ

レ率は、前週の0.25％から0.22％に鈍化した。なお、今月初めからの上昇率は、2025年６月の0.2％に対し

0.85％となり、年初来の上昇率は、昨年の3.77％に対して4.17％となった。また経済発展省のデータによると、価

格が上昇したのは主に非食品部門で、前週の0.5％から0.42％に鈍化した。一方でロススタットは、生産減少を背

景としたパニック需要にもかかわらず、ガソリン価格の上昇率は前週の３％から1.6％に鈍化した、と指摘している。

年初から６月29日現在までに燃料価格は11.6％上昇した。７月にガソリン価格が大きく下がることはなく、輸入が

定期的に行われ、製油所が徐々に通常稼働に戻るのであれば、価格上昇が鈍化する程度にとどまるだろうという。

専門家らは、燃料価格の上昇はピークを過ぎたと見ており、今後は物流が再構築され、供給量が回復していく、と

見ている。こうしたことを背景に、専門家は７月の消費者物価指数上昇率を月間で約0.8～１％と予測している。ロ

シア中央銀行にとって、燃料価格をめぐる状況は、今年の政策金利引き下げをより慎重に行うための根拠となり、

７月の会合において金融政策の緩和サイクルが一時停止される可能性がある、と専門家は指摘する。 
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2026.07.02 
カザフスタン、正式な要請があればロシアに燃料・潤滑油の供給を検討する意向 
７月２日付Interfaxによると、カザフスタン・エネルギー省は、ロシア政府から正式な要請があり、かつ余剰資源が

ある場合には、ロシアに燃料・潤滑油を供給する可能性を検討する用意がある、と発表した。「ロシア政府から自

動車用燃料の購入に関する正式な要請があった場合、カザフスタンは互恵的な商業条件で燃料・潤滑油を販売

する可能性を検討する用意がある」という。同エネルギー省は、石油製品の供給に関する国際協定や商業契約

の締結は、余剰資源が存在する場合に限られる、と強調するとともに、国内市場への完全かつ円滑な供給が絶

対的な優先事項である、と述べた。「輸出は、カザフスタンの国民および経済の需要を満たす上でリスクが生じな

い場合にのみ実施される」と同省発表は述べている。 
 
（２）金融 
2026.06.26 
ロシア中銀がアロル＋の預託ライセンス取り消し 
６月26日付Kommersantによると、ロシア中銀のウェブサイトに、同行が証券会社アロル＋（アロル・ブローカー）

の有価証券市場専門取引業者預託業務ライセンスを無効としたことが明らかになった。その理由は、同社が制裁

回避規制に違反したためとされている。同社は、「顧客の資産は安全であり、当社は本日中に解決策を提示する」

とコメントした。同社は５種のライセンスを取得しており、1993年から証券取引業務に携わっている。国家格付エー

ジェンシーは同社に「AAA」の信用格付を付与している。 
 
2026.07.01 
現金需要、原油価格および政策金利の推移についてロシア中央銀行の発言 
７月１日付TASSは、ロシア中央銀行の主要政策金利会合の内容について報じているところ、概要以下の通り。 
ルーブル相場 
 ルーブル高は構造的要因を背景に、引き続き「インフレ抑制効果を発揮」し、長期的に支えられるだろう。 
 政策金利 
 入手可能なデータとインフレリスクの現実化を考慮すると、中期的にインフレ率を目標値に安定させるために

は、４月の予測で想定されていたよりも高い政策金利の推移が必要となる可能性がある。 
現金需要 
 ここ数カ月、「現金需要が著しく増加した」。 
 需要は主に、モバイル・インターネットの制限と、税制変更に対する経済主体の反応に関連している。 
 現金需要の増加は「過去の範囲内」であり、マネーサプライに占める現金の割合は「わずかに増加したが、

2024年末の水準を下回った」。 
 銀行口座から現金への資金移動は、マネーサプライの構成を変えるが、その総量は変わらず、それ自体が

商品・サービスに対する追加需要を生み出すわけではない。 
原油価格 
 原油価格は短期的には高止まりする可能性があり、その後徐々に下落するだろう。 
 これまでの高価格は採掘能力の拡大と他地域における原油供給の増加を促し、使用された在庫は予想より

も迅速に補充される可能性がある。同時に、資源ショックが世界経済に与える影響が原油需要の縮小をもた

らす可能性がある。その結果、市場の均衡回復はより速やかに進む可能性がある。 
銀行の貸出ポートフォリオ 
 ロシアの銀行の貸出ポートフォリオの質に若干の低下が見られる。 
 不良債権比率は過去１年半にわたり約４％で推移しており、大企業向け融資では2025年初めからわずかに

減少している。より顕著な悪化が見られたのは中小企業部門だが、不良債権総額は依然として少なく、シス

テミック・リスクとはなっていない。 
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 企業向け融資の３分の２以上が変動金利であるため、政策金利の引き下げは企業の利払い負担を軽減す

るだろう。 
 
（３）IT、通信 

2026.06.26 
Telega、７月１日よりサービスを終了 
６月26日付Kommersantによると、７月１日より、Telegramの非公式クライアントであるTelegaがサービスを終了

する。同メッセンジャーの開発者が発表した。Telegramのブロックが始まった後、ロシア人はTelegaをTelegram
の「ミラー」として利用するようになった。「１年間で、われわれはロシアのユーザーにとって便利で需要の高いアプ

リを作り上げた。Telegaは機能するビジネスモデルを示し、数百万人のユーザーを獲得し、非常に難しい状況の

中で大きな進歩を遂げた」と開発者らは述べた。ロシア人ユーザーに通信やTelegramアカウントへの「慣れた安

全なアクセス」を提供しているにもかかわらず、Telegaはメッセンジャークライアントという形でユーザーに完全な

ローカライズを実現し、すべての要件を満たすことはできていない。これは主に、App Storeからアプリが削除され

たことを含む外的な制限によるものだ、と開発者らは説明した。「テレガ・プリュス」の有効なサブスクリプションを

持つユーザーには、返金が約束された。返金の時期については発表では明らかにされていない。Telegaに対す

る制裁は３月末にすでに始まっていた。Telegramは、ログイン時にサードパーティ製アプリや「ミラー」を利用する

アカウントに対して識別ラベルを導入した。４月９日、Appleは自社のアプリストアからTelegaを削除し、同月中旬

にはこれを「有害アプリ」として表示するようになった。このアプリは2025年１月に「ダーリ」（詳解辞典の編纂者ウ

ラジーミル・ダーリにちなむ）という名称でリリースされ、秋にTelegaと改名された。CNewsの情報によると、その

開発はVKホールディングと「関連している可能性がある」という。 
 
2026.06.26 
プーチン大統領、外国のサービスを経由する認証に罰金を課す法律に署名 
6月26日付Kommersantによると、プーチン大統領は、外国のサービスを利用してウェブサイト上でユーザー認証

を行うことに対する行政罰に関する法律に署名した。罰金は情報リソースの所有者を対象としている。個人に対す

る罰金は１～２万ルーブル、管理職者に対しては３万～５万ルーブル、法人に対しては50～70万ルーブルである。

Apple IDやGoogleを含む外国のサービスを経由するロシアのリソースにおける認証は、2023年12月にすでに禁

止されていたが、違反に対する罰金規定はなかった。国家院（下院）の情報政策委員会第一副委員長アントン・ゴ

レルキン氏は、罰金に関する新たな法律は「一般のインターネットユーザー」には影響せず、サイトやアプリの所

有者にのみ適用される、と説明した。 
 
（４）その他 

2026.06.29 
X5、不当な価格吊り上げを理由に伊菓子メーカーの商品仕入れ停止 
６月29日付Kommersantによると、X5 Group（小売チェーンのピャチョロチカ、ペレクリョストク、チジクを展開）の

広報部が、イタリアの菓子メーカーFerrero Groupのロシア子会社フェレロ・ロシアからの商品仕入れを不当な価

格吊り上げを理由に停止したと発表した。フェレロ・ロシアはKinder、Raffaello、Nutella、Ferrero Rocher、Tic 
Tac、Buenoといった製品を生産している。X5によると、仕入れ済みの商品在庫は１カ月強分である。同社の情報

によると、フェレロ・ロシアが提示した取引条件では手頃な小売価格の実現は不可能で、卸売価格に含まれるメー

カー側の利益はX5の利益の数倍に上るという。同社広報部は、「このような不均衡は不当であると考えており、当

社の負担により不均衡を補填したり、消費者に転嫁したりするつもりはない。消費者の購買アプローチはより合理

的になっている」と伝えた。 
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2026.07.02 
ドイツLindeのリペツクにある子会社、58億ルーブルで再度入札にかけられる 
７月２日付Kommersantによると、ドイツのLindeグループが所有する有限責任会社リンデ・ガス・リペツクの持分

100％の売却に向けた新たな入札が発表された。この情報は国家入札情報システムに掲載されている。今回の

開始価格は58億ルーブルである。以前の開始価格は68億ルーブルであった。入札への参加申請は８月10日ま

で受け付けられる。入札は８月14日に実施される。売主はロシア連邦国家資産管理局。入札単位は3,000万ルー

ブル、手付金は10億ルーブルである。入札情報によると、同社の定款資本は22億ルーブル、従業員数は20名と

のこと。今年６月行われたリンデ・ガス・リペツクの持分100％の売却入札は成立しなかった。最終議事録によると、

これは入札への参加申請が２件未満だったためである。資産が１カ月以内に売却されなかったため、入札単位は

15％引き下げられた。 
 
 
３．制裁関連 
 
（１）ロシアによる対応措置 

2026.06.26 
プーチン大統領、価格上限に基づく石油・石油製品輸出禁止を延長 
６月26日付TASSによると、プーチン大統領が、G7およびEUが導入した価格上限に基づくロシア産石油および石

油製品の輸出を禁止する措置を2027年12月31日まで延長する大統領令に署名した。この措置は2026年６月30
日まで有効とされていた。輸出契約において価格上限を利用することが直接または間接的に規定されている場合、

外国の法人と個人に対するロシア産石油および石油製品の供給が禁止される。この措置は最終消費者向け供給

に至るまで全ての段階で適用される。 
 
2026.06.28 
一部の外国人が預金の凍結に直面 
６月２８日付Kommersantによると、６月初めから、一部の非友好国の国民が、ロシアの銀行における預金の凍結

に直面している。外国人非居住者の銀行預金に対し、対抗制裁措置が適用されることになったためである。RBK
がＴバンク、スベルバンク、VTBの顧客からの情報に基づき報じた。資金の処理に関する制限が適用されたのは、

フランス、ノルウェー、その他の非友好国の外国人非居住者の口座や預金である。Ｔバンクの利用者に送られた

通知には、大統領令を履行するための「業務の調整の一環として」口座が凍結されたと記載されている。報道によ

ると、この問題は、「タレントビザ」で高度専門家としてロシアに入国した外国人や、ロシアの伝統的な精神的・道

徳的価値観を共有する外国人にも及んでいるという。さらに、この措置は、非友好国から移住するための手続きを

行っているロシア系住民にも影響を及ぼしている。有効なロシア居住許可証を持っていても、口座凍結を免れる

保証はない。2026年６月１日、プーチン大統領は、非友好国の債権者に対する「債務履行の一時的規則」に関す

る大統領令の効力を銀行預金にまで拡大した。当初、2022年３月５日付大統領令第95号は、融資、借入、有価

証券に関連するロシアの支払いのみが対象であった。 
※2022年３月５日付大統領令第95号日本語仮訳は以下より参照可能。 
https://www.jp-ru.org/cms/wp-content/uploads/2022/03/J_U_95_20220305.pdf 
 
2026.06.29 
Telegram、Pinterest、Likemeに罰金 
６月29日付Kommersantによると、タガンスキー地区裁判所は、SNSサービスLikeme、写真共有サービス

PinterestおよびメッセンジャーTelegramが禁止された情報を公開したとして、それぞれ罰金350万ルーブルを支

払うよう命じた。上記３社は行政違反法典第13.50条第２項（SNS運営者による、麻薬製造、自殺方法もしくは未

https://www.jp-ru.org/cms/wp-content/uploads/2022/03/J_U_95_20220305.pdf
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成年者のポルノ画像へのアクセスを制限するための監視義務不履行）に基づき有罪判決を下された。同裁判所

では、動画配信サービスTwitchについても同様の裁判が行われる予定である。 
 
（２）その他制裁関連 

2026.06.30 
欧州委員会、ロシア国民への観光ビザ発給全面禁止を検討 
６月30日付Izvestiyaによると、EU情報筋が、欧州委員会はロシア国民に対する観光ビザ発給の全面禁止につい

て検討していることを明らかにした。これに先立ち、ドイツのキリスト教民主・社会同盟（CDU・CSU）が欧州議会に

おいてこのような提案を行っていた。専門家らは、同委員会は南欧諸国の主張によりロシア人観光客へのビザ発

給を全面禁止することはできないであろうと指摘している。したがって、EUは引き続きビザ規則を厳格化し、ロシ

ア人観光客に対して国境を閉鎖するよう各加盟国に求める可能性が高い。在ロ英国大使館によると、同国も「欧

州諸国とともに国家安全保障の脅威となる元ロシア軍兵士のリスクを軽減すべく積極的に取り組んでいる」という。

メディア報道によると、欧州委員会のマルクス・ランメルト報道官は、ロシア国民に対するシェンゲン観光ビザ発給

の全面禁止に向け準備が行われているという情報を否定した。同報道官によると、同委員会が検討しているのは

「対象を限定した」制限措置のみであるという。ロシア旅行業連盟のドミトリー・ゴリン副会長は、2026年第１～２四

半期、ロシア国民に対するシェンゲン観光ビザ発給件数は21％増加したと発表した。EUの統計データによると、

ロシア国民に対して発給されたビザ60万件以上のうち圧倒的多数の渡航先はイタリア、スペインおよびフランスで

あった。 
 
2026.07.01 
米国、インド企業４社に対する対ロシア制裁を解除 
７月１日付Kommersantによると、米国財務省は、ロシアとの関連が疑われるとして制限を課していたインド企業４

社に対する制裁を解除した。Hindustan Timesの情報によると、「ブラックリスト」から削除されたのは、RRG 
Engineering Technologies Private Limited、Lokesh Machines Limited、Galaxy Bearings Ltd、およびShaurya 
Aeronautics Private Limitedである。この決定は、これらの企業が外国資産管理室（OFAC）の制裁リストに掲載

されてから約２年を経て下された。2024年、OFACは、ロシア当局による制裁迂回を支援した可能性があるとして、

インドの法人19社と２名の個人に対して制裁を発動した。その後、インド政府はこの問題について米国と協議を行

っている、と表明した。Hindustan Timesは、制裁リストから除外されたLokesh Machines社の顧客には、米国の

John DeereやCummins、スウェーデンのVolvo、日本のホンダやスズキが含まれている、と指摘している。 
 
【ロシア進出企業情報提供ポータルを併せてご活用ください】→ https://www.jp-ru.org/ 
※「ビジネスニュースクリップ・データベース」→ https://www.jp-ru.org/db/form_biz/ 
 （本誌第１号からの過去記事をすべて検索できます。） 
※「ロシア制裁関連法規データベース」→ https://www.jp-ru.org/db/form_law/ 
（本誌でこれまで紹介したロシア連邦法・大統領令・政府決定等を検索することができます。） 

※「ロシア進出企業動向データベース」 
  ✓親会社情報検索→ https://www.jp-ru.org/db/corporation 
  ✓ロシア現地法人情報検索→ https://www.jp-ru.org/db/corporation_ru/ 
 （欧米企業を中心としたロシアへ進出している外資系企業に関する基礎情報および活動状況） 
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